
1 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

2019年 6月 5日 衆院厚生労働委員会 

阿部知子議員（立憲民主党・医師）は、国立徳島病院の移転・統廃合問題を追及しました。 

 

   

阿部知子議員質問 2019/6/5衆院厚労委員会 

 

阿部知子議員は、両病院の玄関や待合所など数か所に「徳島病院は東徳島医療センターへ移転・統合す

ることになりました」と記述された掲示物の問題を指摘。「掲示物」には結論が先に書かれており「この表

示は不適切です。まだ決まっていない。謝罪の上、現状検討中と質すべき」と追及しました。 
 

 

 

国立病院機構・理事長答弁「混乱を招き申し訳ない」 

「徳島病院は移転統合」と明記した「院内掲示物」撤去 
 

 

「地元自治体や関係者からご意見を戴いており、院内掲示を一旦撤去することとします。」「院内掲示で混

乱を招いたことについては申し訳なく思っております。」と、掲示物撤去と謝罪の言葉を述べました。 

 

２０１９年５月３１日、全医労本部の香月書

記長らは徳島病院の地元・吉野川市議会を

訪問。３月２０日に実施した国立病院機構と

の団体交渉で、当初の「平成３４年の病院統

合は物理的に難しい」との回答がされ、地元

の吉野川市を始め、全県から徳島病院存続

の意見書・決議が上がり、署名が３６０００筆

を超えた状況を踏まえて、「いったん立ち止

まって考え直す」との趣旨で回答を引き出し

ていることを報告しました。 
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阿部知子質問・楠岡理事長答弁動画 

https://youtu.be/Hl44OalnDoM 
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吉野川市議議会議長と懇談する徳島病院・東徳島医療センターの職員労働組合の皆さん。右端が吉野川市議長、右２人目が香月書記長 

https://youtu.be/Hl44OalnDoM
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国立病院機構理事長が、国会で重要な答弁を行うことになった背景 
 

「命にかかわる地域医療問題」 地元の意見を無視することはできません！ 
国立徳島病院が立地する地元自治体・吉野川市人口の１３０％を超える徳島病院存続署名が集まってい

ます。署名数は５７２０２筆です。 

この署名運動によって、徳島県選出の全ての国会議員から徳島病院存続に賛同が得られました。 

２０１８年９月から徳島県社会保障推進協議会が全県自治体キャラバンを実施。徳島病院を守る会は、

同年１０月から全自治体へ請願・陳情・意見書採択を要請しました。（半年で２度の全県キャラバン実施） 

そして２０１９年３月には、徳島県議会を始め、県内２５の地方議会が国立病院存続と充実を求める決

議・請願・意見書が採択されました。更に徳島県市長会・徳島県町村長会・徳島県町村議会議長会で要望

書を採択し国立病院機構へ送付。また、四国市長会(5/21)・全国市議会議長会四国部会から国立病院の機

能強化等を求める要望書が採択され関係省庁へ提出されています。 

 

 
 

 

 

徳島・四国発信「国立病院の機能

強化」の要望書が「全国」で採択 
 

全国市長会（６月１２日）は、「地

域医療の確保に関する提言」の中

で、「国立病院を存続させるために

地元の意見を充分勘案するよう国

が主体的に指導する」必要性を強

調しました。 
 

全国市議会議長会第９５回定期

総会（６月１１日）は、「国立病院

機構の機能強化及び充実について」

の議案を採択し、「国立病院の安易

な統合廃止」「地域の実情に沿った

改革」「民間病院では補えない大規

模災害時の機能強化・充実」を求

めています。 

 

２０１９年３月徳島県議会で徳島病院存続決議を全会一致採択 
徳島県選出の全ての国会議員が徳島病院存続に賛同 

写真は国会議員の直筆サイン 
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「徳島病院を守る会」が中心となり 

立場や考え方の違いを問わず「徳島病院存続」の一点で、行動を共にしてきたことが原動力 
 
 

国会議員が次々に 

徳島病院を視察 
 

自民党の三木亨参議院議員

と同党の地元県議 

 

立憲民主党の阿部知子議員

と同党の地元県議と市議 

 

日本共産党の仁比聡平議員

と同党の地元県議と市議 

 

そして、２０１９年６月

５日の衆院厚労委員会での

阿部知子議員の質問に繋が

っています。 

 

 

 

 

経営側発信の「国立病院移転・統廃合計画」が公式発表された場合 

計画の凍結や撤回は、その歴史上「経験が無い」と言われてきました。 
 

「地域医療を守る国立病院闘争」で頑張ってこられた方々には、６月５日の国立病院機構理事長の答弁「掲

示物撤去」や、全医労団体交渉での「いったん立ち止まって考え直す」との回答は、かつてない画期的

なことだと理解していただけると思います。 

 

徳島病院存続に向けて大きな一歩を踏み出しました。 

「徳島病院の移転・統廃合計画の撤回」に向けて 

あきらめずに行動すれば歴史は変えられます。 

わたしたちは頑張り抜く決意です！ 

 

厚労省に「病院建設地の災害情報を把握する要件無し」の衝撃！ 
 

阿部知子議員の国会質問により、公的病院等の統廃合計画が全国的に次々と浮上する中、厚労省は、新

たな病院建設地で予測される災害を全く把握していないことが明らかになりました。 

一方、内閣府や総務省には、災害情報を把握した上での基準があること。

更には、国土交通省は、災害拠点病院などの重要公共施設の立地箇所を決

定する際、あらかじめ当該地域の災害情報の調査は、重要だと認識してい

ること。 

その周知のため、国土交通省のＨＰのハザードマップを通

じて、洪水浸水など災害地域の情報提供をしていること。国

土交通省は「厚労省とも各種リスク情報を共有し、適正な立

地に活用されるよう連携していきたい」と、田中英之国土交

通省大臣政務官が答弁しました。 

徳島病院を守る住民運動に 

ご協力くださった全ての皆様に、

心より感謝を申し上げます。 

阿部知子質問・動画 

https://youtu.be/6IxWcX0J5lc 

 

https://youtu.be/6IxWcX0J5lc
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阿部知子議員は、徳島県医労連が作成し

た「吉野川水系の洪水浸水情報※①」を示し、

国交省政務官から重要な答弁を引き出しま

した。https://youtu.be/6IxWcX0J5lc 

 

総務省には、公共施設を建設する際の「広

域防災拠点三要件※②」が存在するのに対

し、厚労省には、同様の要件が存在せず、

新たな病院建設地で予測されている災害を

把握するシステムを有していないことが、

国立徳島病院を守る住民運動によって明ら

かになりました。 

 

「地域医療構想」を背景に、各地で進め

られている病床削減や病院統廃合計画は、

国土交通省「ハザードマップ」との整合性

が図られていないことは重大問題です。 

 

「災害に強い街づくり」 防災・減災の視点から 

全国の「地域医療構想」病院統廃合計画の総点検を求めます！ 
 

shoku  

総務省の広域防災拠点三要件 ※② 

１．利便性  

・要員参集に支障をきたさない 

・情報、通信設備が整備されている 

・陸、海、空などの交通機関からのアクセスが容易 

２．自立性 

・液状化、津波被害の危険性がない。 

・災害に耐えられる施設 

・あらゆるハザードに対する安全管理・防護能力がある 

３．代替性 

・交通、輸送の代替機能が確保されている 

・災害時、エネルギー供給、水供給等の自立、 

代替機能がある 
 

出典：総務省消防庁「広域防災拠点が果たすべき消防機能のあり方に関

する調査検討会報告書 平成 15 年 3 月 4 ページより」 
 

（本資料は、阿部知子衆議院議員国会事務所より資料提供され徳島県医労連が作成） 

※①「吉野川水系の洪水浸水情報」 

●豪雨災害の浸水被害や大震災時

の液状化が指摘される地域への病

院移転計画はあり得ません。 
 

●例え、病院に被害がなくても周

辺道路は、被害に遭い、病院は孤

立します。災害時医療で求められ

る役割を果たせません。 

阿部知子議員 

国会質問・動画 

 

https://youtu.be/6IxWcX0J5lc

